
 

 

〔別 紙〕 
 

                      

１ 日 時   平成２３年 ８月８日（月） １３：３０ ～ １５：４０                  

２ 場 所   メルパルク広島  ６階 平成の間（広島市中区基町6-36） 

℡ (082)222-8501 (代)  http://www.mielparque.jp/hrs/hrs01.html 

公共交通機関でのご来場にご協力下さい。 

３ 内容  

 講演１ 

演題：「 総務省におけるコンテンツ政策の動向と今後の展開について」 

     ～ 総務省「デジタルコンテンツ創富力の強化に向けた懇談会」の検討結果等について ～ 

・技術進展や情報通信ネットワークの完全デジタル化等に対応した今後のコンテンツ政

策の方向性、コンテンツの重点戦略の概要と今後の展開についてご紹介していただき

ます。（参考１） 

 

※「デジタルコンテンツ創富力の強化に向けた懇談会」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu04_03000044.html 

 

   講師：総務省 情報流通行政局 情報作品通信振興課  

アイピーテレビ調整官 課長補佐 松本 和人 氏 

 

 講演２   

演題：「新たな放送と通信融合時代における市場の最新動向について」 

～ 放送・通信業界を取り巻く環境の変化・今後の市場動向と求められる要件 ～ 

・マルチメディア放送・エリアワンセグ放送などモバイル機器向け映像配信サービスの

最新動向、スマートＴＶ・ＣＡＴＶ／ＩＰＴＶなど映像配信サービスの最新動向、今

後のマーケットの動向とビジネスチャンス、生き残るために求められる要件などにつ

いてご紹介していただきます。（参考２） 

 

 

 講師：株式会社野村総合研究所 ICT・メディア産業コンサルティング部 

  主任コンサルト 三宅 洋一郎 氏 

 

４ 対象・定員等  一般 １００名程度 参加費無料 

 

５ 主催等    主催：総務省中国総合通信局、中国経済連合会、中国情報通信懇談会    

 

６ 参加申込み等  

 (1) 申込方法：e-mailまたはＦＡＸにて、以下の内容を記入のうえ、お申し込みください。 



   ■ 件名：「放送と通信の連携などに関わる講演会」参加申込 

    ■ メール本文：参加者氏名／所属(会社・団体名等)／連絡先電話番号 

       ・ 講演会へのお申込みは先着順とさせていただきます。 

・ 参加予定人数に達した場合、参加をご遠慮いただく場合がございます。 

 

(2) 申込先・お問い合わせ先 

   中国総合通信局 情報通信部 情報通信連携推進課 

   e-mail： renkei-rd@soumu.go.jp ＦＡＸ： (082)502-8152 

    電話： (082)222-3471、3481 

 

※  参加申込に際しお知らせいただいた個人情報については、本講演会の参加申込の確認や緊急の連絡以外 

には利用しません。本講演会終了後には、速やかに処分いたします。 



「デジタルコンテンツ創富力の強化に向けた懇談会」中間とりまとめ（案）（全体構成イメージ） 参考１
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～第７回会合（平成２３年６月１４日（火））配付資料より～



参考２ 

●放送・通信業界を取り巻く環境の変化 

消費者のメディアへの接触は， 

①全体的に，『放送メディア』から『PC／携帯電話』へシフト 

＜1 年前と比較して接触時間が「増えた人」・「減った人」の割合＞ 

 

②若い世代ほど，携帯電話による動画サービスの視聴が一般的に 

＜年齢別に見た携帯電話により動画サービスの視聴状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜最新動向＞ 

・モバイル機器向け映像配信サービス（マルチメディア放送，エリアワンセグ放送）  

・映像配信サービス（スマート TV，CATV／IPTV など） 

●今後の市場動向と求められる要件とは？ 

（今後のマーケットの動向とビジネスチャンス，生き残るために求められる要件など） 

-35

-24

-18

-11

-10

-9

-9

-9

-8

-8

-8

-7

-7

-7

-6

-6

-5

-4

-3

-2

-1

4.3
7.2

15.6
8.3

15.7
17.4

16.1
9

26.1
5.8

9.3
4.8

11.8
14.8
15.4

5.3
6.2

2.8
3
2.2
1.9

35  
24

18
11

9
9

4
7

16
8

17
16

26
6

9

15
5

3

ＰＣでのｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用

ＰＣでのｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる動画視聴

宅配レンタルのＤＶＤ・ビデオの視聴

地上波放送の録画視聴

書籍・雑誌・フリーペーパーの閲覧

新聞の閲覧

映画館での映画の鑑賞

ラジオの視聴

ＢＳ放送の録画視聴

地上波放送のリアルタイム視聴

ＢＳ放送のリアルタイム視聴

多チャンネル放送の視聴

テレビでの有料・無料ＶＯＤ

【増加した】 【減少した】

携帯電話でのインターネットの利用

ワンセグ放送の視聴

携帯電話での無料の動画視聴

店頭レンタルのＤＶＤ・ビデオの視聴

購入ＤＶＤ・ビデオの視聴

10 16

9

5
12

15

6
3

ゲーム機での有料・無料ＶＯＤ

ＰＣでの有料ＶＯＤ

携帯電話での有料ＶＯＤ

9
8
8
8
7
7
7

6
6

5
4

3
2
1

2
2

0  10  20  30  40  50  60 

全体（N=2069）

10代以下（N=150）

20代（N=354）

30代（N=417）

40代（N=357）

50代（N=430）

60代（N=361）

携帯電話でのワンセグ放送

携帯電話での無料の動画配信・共有サービス

携帯電話での有料の動画配信サービス

PCや携帯電話向けの動画中継サービス

（%）


